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安倍晋三首相の私的諮問機関である「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会（以下、安保法制懇）」が５月15日、集団的自衛権の行使容認を政府に求める報告書を提出したことを受けて与党協議が始まりました。 

このもとで政府は、15の事例を提示して、集団的自衛権の行使容認など、「海外での武力行使」を禁じた憲法解釈の変更を「正当化」しようとしています。しかし、これらの事例はいずれも、現実にはありえそうもないものばかりです。 

安倍首相は10日、閣議決定に向け、「今国会中に『集団的自衛権』という言葉をしっかり入れて、自公両党が合意できるよう頑張ってほしい」と語ったと報じられていますが、言語道断です。憲法にもとづいて政治をおこなうべき立場にあるものが、勝手に憲法の解釈を変えようとすることは、憲法を破壊する行為そのものであり、断じて許すことはできません。 

安倍政権は、国際環境が厳しさを増していることを理由に、集団的自衛権の行使容認に道をひらこうとしていますが、国際環境を厳しくしている要因の一つが、昨年秋の臨時国会で、国家安全保障会議「設置」や秘密保護法「制定」を強行したことや、その後、国家安全保障戦略や新防衛計画大綱、中期防衛力整備計画などを矢継ぎ早に発表したこと、12月26日には靖国神社への参拝を強行したことなど、安倍政権の姿勢や政権運営にあることを指摘せざるを得ません。 

集団的自衛権は、自国が攻撃されてもいないのに他国の戦争に参加していくものであり、どのような理由をつけても、日本国憲法の第９条に違反するものです。 

私たちは、日本を再び「戦争する国」にさせないためにも、集団的自衛権の行使容認には強く反対します。また、憲法を変えて、再び「戦争する国」にしようとするあらゆる計画に対して強く反対いたします。
